
＜スワップボディコンテナ車両の特長＞
車体と荷台を簡易に分離することが可能 →荷待ち時間削減、積載率向上
けん引免許が不要 →ドライバー不足を解消

背景・目的

事業概要

事業スキーム
補助対象：民間事業者等 実施期間：平成30年度～32年度

（2020年度）
補助割合：①1/3 ②一般的なトラックとの差額の1/2

CO２排出量の削減のためには、トラック輸送の高効率化が重要である。
通常の大型トラック約２台分まで輸送できる連結トラックは、大型化により
貨物１トン当たりのCO2排出量を４割程度低減できるとともに、ドライバー
１人での輸送が可能となる。
21m級連結トラックについて、平成30年度より補助を通じて導入を後押し
しているが、車両長が21mを超えるもの（最大25m）についても平成30年
度内の公道での走行開始を目指し、実証実験が行われている。
また、スワップボディコンテナ車両は、車体と荷台を簡易に分離することが
可能であることから、①積載率の向上（物流施設において荷物が一杯になる
まで荷役可能）、②中継輸送の促進（ドライバー同士で中継地点で荷台を交
換することで積載率が倍増）等に効果的である。補助を通じ、これまで製造
していなかったメーカーの新規参入の機運が見られる。
しかし、我が国ではこれらの高効率なトラックに係る高額な初期コストや利
便性低下への懸念等が障壁となって導入が進んでいない。

①連結トラック導入支援事業
＜補助対象＞連結トラック
②スワップボディコンテナ車両導入支援事業
＜補助対象＞スワップボディコンテナ車両

期待される効果
トラック輸送のCO2排出量を削減できるとともに、労働環境の改善にも貢
献する。
物流業界にその先進的な取組みが広く認知されるとともに、導入台数増加
や複数メーカーによる市場競争の加速を通じて購入経費も低廉化されるこ
とで、自立的に普及が進み、日本全体のCO2排出量の削減及びドライバー
の負担軽減による働き方改革を推進する。

２ーア トラック輸送高効率化支援事業
物流分野におけるCO2削減対策促進事業のうち

２ーア トラック輸送高効率化支援事業

事業目的・概要等 イメージ

※改良トンキロ法で算出

＜東京-大阪間で20tを運ぶ場合のCO2排出量の比較＞

●大型トラック（最大積載量13tの場合） 995kg-CO2

▲36.8％
CO2排出量

●連結トラック（最大積載量24tの場合） 627kg-CO2

×２台

①連結トラック導入支援事業①連結トラック導入支援事業

②スワップボディコンテナ車両導入支援事業②スワップボディコンテナ車両導入支援事業

【活用例①：物流施設での活用】

事前荷役作業 スムーズな積み下ろし作業

トラックは到着後、荷台を付け替
えるだけで出発でき、荷役作業に
よる荷待ち時間を削減

トラック到着前から荷役が始められ、ト
ラック到着までにコンテナを一杯にでき、
積載率が向上し、トラック台数を削減

【活用例②：中継輸送での活用】

中継拠点で荷台を交換

拠点A

拠点B

拠点Ｃ

拠点Ｄ

帰り荷の確保により積載率が倍増
し、トラック台数を削減

日帰りでの勤務が
可能となり、
労働環境が改善

本事業で主要な大型幹線輸送（東京ー大阪間等）の一定程度を連結トラックに
転換することで、その有用性が物流業界に広く認知される。

2019年度予算（案）
1,045百万円のうち250百万円
（100百万円）

地球環境局
低炭素物流推進室



モーダルシフト等推進事業

トラック輸送から大量輸送機関である鉄道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を、荷主・物流事業者を中心とする多様・広範
な関係者の連携のもとに推進する。

「モーダルシフト等推進事業」

モーダルシフト等の物流総合効率化法に基づく取り組みにおいて、協議会の開催等の事業計画
の策定に要する経費への支援を行う。またモーダルシフト及び幹線輸送の集約化について、初年
度の運行経費の一部に対する支援を行う。

支援対象となる取り組み
計画策定
経費補助

運行経費
補助

大量輸送機関への転換 モーダルシフト

補助率：定額
上限200万円

補助率：1/2以内
上限500万円

トラック輸送の効率化

幹線輸送の集約化

共同配送

対象外
その他のCO2排出量の
削減に資する取り組み

【単位：g-CO2 / トンキロ】
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・ 計画策定経費の支援を通じ、大きな効果が期待できるが実現が容易ではない「多様・広範な関係者
による合意形成」を促進。

・ 計画実行開始後、2年間の実績を報告。
・ 物流の効率化を通じ、労働力不足対策等に貢献。

多様・広範な関係者の合意形成による取り組みのイメージ

○総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）（平成29年7月閣議決定）（抜粋）

0
10
20
30
40
50
60
70

労
働
者
が
「
不
足
」
す
る
事
業
所
の
割
合

－
「
過
剰
」
な
事
業
所
の
割
合
（
％
）

＜常用労働者の過不足状況＞

調査産業計 運輸業,郵便業

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」

③共同物流により積載等のムダをなくす・輸送モード間の連携・協働（モーダルシフト）で効率
的に輸送する
i. 複数の事業者が連携・協働して共同物流を実施することによって、積載率の向上、

倉庫や車両の稼働率の向上、コスト削減等を図り、物流効率化を推進するとともに、
ii. 道路ネットワークとの連携を高めつつ輸送効率に優れる鉄道又は船舶による輸送の

活用を促進する（略）。

○モーダルシフトに関する指標（総合物流施策推進プログラム（平成30年1月）（抜粋）

①鉄道による貨物輸送トンキロ 【2016年度 197億トンキロ → 2020年度 221億トンキロ】
②内航海運による貨物輸送トンキロ 【2015年度 340億トンキロ → 2020年度 367億トンキロ】

出典：総務省「労働力調査」（2016年）

○労働力不足の深刻化

○輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（2016年度）

トラック輸送に比べ、船舶輸送は約
6分の1、鉄道輸送は約11分の1の
CO2排出量

15～19歳

0.5%
20～29歳

8.6%

30～39歳
18.7%

40～49歳
32.6%

50～59歳
23.5%

60歳以上
16.0%

＜トラック業界の年齢構成＞

50歳以上が
約4割

平成31年度予算額：40百万円

貨客混載



中継物流拠点『コネクトエリア浜松』

概要

スマートＩＣが設置された新東名高速道路浜松ＳＡに中継物流拠点を整備

中継輸送の促進を図り、トラックドライバーの労働環境改善及び働き方改革を支援

・中継拠点にて、トレーラー（スワップボディコンテナ
車両を含む）の交換、又はドライバー交代を実施

⇒ドライバーは日帰り運行が可能となり、拘束時間が大
幅に削減。労働環境の改善とともに、働き方改革の実現
に寄与

中継物流拠点詳細

スワップボディコンテナ車両利用例

(株)ホームロジスティクス×富士運輸(株)による中継輸送

■利用方法

①利用契約・登録事前に利用契約を締結し、登録車両台数分の利用登録カードを発行

②事前予約専用の予約管理システムから利用日・利用時間帯を予約（利用時間は１回あたり1.5時間）

③利用予約日・利用時間帯に、利用登録カードにより利用（カードによるゲート開閉管理）

④精算利用料金、月会費は月締め・翌月末払いとし、登録会社へ全車両分一括して請求

非接触ICカードをカードリーダ（赤枠部
にアンテナ内蔵）に向けるとゲートが
開閉（車両内に置くだけで感知可能）

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

カード
リーダー


